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東欧2力 国における婦人の労働 と生活
ハ ソガ リー と東 ドイ ツの婦人労働者
渡 辺 千 壽 子
は じ め に
1960年以降,と くに先進工業諸国を中心 として,婦人労働者の状況には大 きな変化がみられ














れる。 これは,わが国の場合にも,大きな流れ としては,そ う言えるのではないだろうか。
この20年間に,全 ての先進工業諸国において,こ うした現象がみられるとともに,労働生活
と家庭生活が再編成の必要に迫 られていることに人kの 関心が集まるようになってきている。
妻 ・母親の就労は,た んなる婦人労働の問題に とどまらず,現実問題 として夫 ・子どもを含む
家族の問題であると同時に,社 会全体の問題でもあることがようやく明確になりはじめてきた
といえる。出産 と児童養育は家族の中心的機能である。育児は,依然として婦人労働者によっ
てなされている最 も重要な家庭責任である。 しかし,婦人の大半が労働力化 しっっある現実は,
これを個別家族の私的責任にゆだねるのでなく,社会全体による何 らかの対応 ・調整の必要 を
示 しているといえよう。
この問題にどのように対応すべきかという ことが,多 くの国の家族政策 又は社会政策
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の中心的課題 となってきている。各国がこの問題 に関心を寄せるようになった契機は様k
であり,出生率の低下 ・人 口の減少,高齢化社会における生産人 口の負担増,婦 人労働の促進
或いは抑制,男 女平等の保証,児童の発達 と社会化,生 活の質の向上などに関心が寄せ られて
いる。さらに,こ れらの関心事 と財源の限界 ・不足 という問題 との均衡 も考慮されねばならな
い。 しか毛,次代を担 う子 どもの育成 とい う問題がその全てにかかわ ってくる。
共働 き家族や片親家族の増加は,大人が労働と家庭の両責任に対処 しなければならぬ生活が





歴史的にみれば,乳 幼児のいる婦人の労働力率は,ど の国でも最低であった。出産 ・育児に
は時間 と労力を必要 とし,婦人はこれ らの役割を果たすために,職業を退かねばならなかった。
また,3歳 以前の母子分離に関する否定的意見も根強 く存在 した。 したがって,一般的には,
子 どもが学齢に達し,学校が子 どもの教育や社会化に加えて,子 どもの保護 ・監督を引き受け
るようになると,婦人の労働力参加は容易になるとされてきた。
しか し,この10～15年の間に西欧諸国では,就学前の年齢の子 どもをもっ婦人労働者が顕著
に増加 してきてお り,一方,東 欧諸国ではこの現象はもっと早 くか ら生じている。 これは,幼
い子をもっ無配偶の母親の就労の増加にとどまらずず,主 たる部分が有配偶の若い母親の労働
力化に起因している。
この傾向は,は じめは,よ り年長の,3歳 から学齢期までの子 どものいる婦人6`みられた。
ハ ンガリーや東 ドイツは,第二次世界大戦直後に,こ の範疇の婦人の高い労働力率を経験 して
いるが,資 本主義諸国では一般に,こ の発展は主として1960年代中頃以降から生じてきている。
いずれにせよ,1970年半ばには,多 くの国kで,こ の年齢群の子 どもをもっ母親の半数近く或
いはそれ以上が労働力化 してお り,今後もこの数字はさらに増えっづけるもの と思われる。 こ







婦人の労働力率は,失業の増大する時期にも上昇 してお り,それは婦人が唯一の働 き手であ
るとか,家 計収入の不足のためとか,生 活水準の向上 のため追加所得を必要 とするなど種々の
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理由によるものである。又,ラ イフ ・サイクルの変化や価値観の変化 も,その一因であろうし,
国も婦人労働力を必要 としている。したがつて,婦 人の労働力参加は今後も引き続き増加する
であろうし,その主要部分は子ども(と くに乳幼児)の いる既婚婦人の間で起 りっづけよう。
妻 ・母親の賃労働者化を迫 る経済的,社 会的事情がさまざまな形で既に積み上がってきている
以上,こ の傾向は基本的には後 もどりできない歴史的な必然性をはらんでいることに注目すべ
きであろう。3歳 以上児の保育や,低学年児童の放課後の学童保育が当面の問題 とされてはい
が,そ の拡充の必要性は一般的にも認められてお り,論争の余地あるるニー ドとはみなされて




早 くから婦人労働力の比率が高 く,親が働 く間の幼い子の保育に関して既に幾っかの施策を実
施している社会主義諸国の中か ら,特色ある政策選択 を示 していると思われる東欧 の2力 国
東 ドイツとハンガ リー を選び,家庭責任 をもっ婦人,と くに3歳未満児をもっ婦人の
労働力化 と,婦人 ・労働 ・家庭を含む重要 な問題に対する2力国の政策 ・計画の対応,そ の社










比べて,東 ドイツは当時か ら一貫 して労働力が不足 してお り,あらゆる大人の労働力を必要と
した。労働力需要の増大に対処するため,外国人労働老を受け入れた西 ドイツとは対照的に,
東 ドイツはそれを婦人労働力の拡大に依存 してきた といえる。働 く婦人は1949年以降2倍 にな
り,今 日では全労働力人口の49%を占めるに至 っている。
1978年には,東 ドイツの労働年齢(15～60歳)の全婦人の労働力率は87%であり,その約3
分の2は フルタイムで働いていた。東 ドイツでは週5日 労働で,°r的 には週労働時間は43時
間45分であるが,フ ルタイム雇用の母親で,16歳未満の子 どもが2人 いるか,ま たは重度の在
宅障害児がある場合には,週40時間労働が認められ,収 入は減 らない。









福祉の分野では ・'.を婦人が占め,医療,教 育 ・
表1婦 人労働者の部門別分布
工 業 ・建 設
農 業 ・林 業















山 訳 『東 欧 女性 の労 働 と生 活 』p.32









したがって,国 は婦人労働者が家庭責任 と職業責任 とを両立 しうる諸条件を整備することに
大きな関心をもっている。婦人が働 くとい うことを前提に,そ の結果 として生みだされる諸問
題を除去 ・緩和するため,あ らゆる年齢群の子どもたちの要求をみたすための便宜,と くに家
庭外保育の施設の改善に力を注 ぎ,多額の資金や調査研究を施設改善の努力のために投入して
いる。
しかし一方で,東 ドイツでは出生率の低下,人 口の減少,人 口に占める老年人 口比率の増加
に大 きな関心が寄せ られ るようにな って きて
い る。1979年の総人 口は1674万5干人 である
が,1947年の1900万人 の ピークか らみ る とか
な りの低下 を 示 してい る。人 口1,000人あた
りの出生率は,1974年まで着実 に低下 してい
た。毎年,出 生率は死亡率 よ り低 く,1975年
の出生 率は人 口1,000対10.6,死亡率 は13.5で
あ った。 同年 には3歳 未満児数 は532,048人























































(週40時間以上)で 働いている。 この国では,老齢の年金生活者を除いてはパー トタイムはめ













農業,狩 猟,林 業,漁 業














































全 部 門 合 計5,・85,5・ ・1・ ・o.・2,850,…12,235,4・・1 43.9
資料:『ILO国際労働統計年鑑』






販 売 労 働 者
サービス労働老














































全 職 業 群 合 計14,988,6761 100.OI2,933,48412,055,192141.2
資料:表6に 同じ
76%などである。事務 販売,サ ービス職では婦人が男性を上回わっているが,こ れ らは伝統
的に婦人が多い職種であり,しか も最も低賃金の職種でもある。























証され,休 暇期間中は年次休暇資格 と年金給付期間の計算に 算入される),政府から育児手当
金が支払われるとい う制度の実施によるところが大きい。母親の就労に対するこの政策の影響















学 齢 児 童 〃
婦 人 の 労 働 力 率








る既存の保育施設の不足 と,施設増設に要する費用 ・時間にあったとされている。 したがって,
未熟練の若年労働者の増加,経 済成長率 ・雇用率 ・労働市場の成長率の低下,乳 幼児に対する
当時の集団保育の結果への不安(そ して質の高い集団保育の費用への関心)な どが相まって,
3歳未満児 をもっ母親に対 して,短 期の家庭での役割(及 び労働力からの引退)に 補助金を与
えるというハンガリーの政策が生まれた といえよう。
1975年には,ハ ンガリーの総人 口は1050万人,そ の55%は労働年齢(男 子15～60歳,女子15
～55歳)である。出生率は暫 くの間,低下 していたが,人 口は過去10年間比較的安定している。
ハンガリーは来たる数年のうちに人 口増加率がゼロかそれ以下に落ち込むと予想されている国
であり,出 生率低下への関心が,1974年に一連の出産奨励的政策 を実施 させる結果 となった
(後述)。その後,出 生率の低下は幾分かはくいとめられていると思われる。 育児手当をはじ
























め とす る一連 の政策 の影響 もあってか,1974年の出産 の94%は,既 に子 どものいる母親に よる
ものであ り,1976年には3歳 未満児は,8歳 未満 の全児童 の21%(他の諸 国よ りか な り高い)
を占めてい る。
2.家族 給 付 家庭責任をもつ労働者への社会保障上の施策
前章では,2力 国における労働市場の動向 と,これか ら考察しようとする家族給付や保育政








の)親 に対 して与えられる現金 ・現物の社会給付にあるが,と くに,乳幼児をもっ婦人(又 は
親)の 家庭での役割を支援するものと理解される給付に重点をおいている。出産 ・育児年齢に
ある大半の大人が労働力化する傾向がみ られ,職 業生活 と家庭生活の両責任を遂行する必要に
迫 られていることに対して,社 会はどのように対応 し,諸給付はどのような政策 目的を支援し





意 している国である。その中心となるものは出産給付,出 産休暇,育 児手当である。
まず,出 産給付は,2,500フォリン トの一括払いの現金給付である。 この金額はハソガリー
の婦人労働者の平均賃金月額の約125%に相当する。 多胎出産の場合には給付は増額され,一
定の受給資格要件を満たしていない場合には,これより減額される。出産給付は1949年から実
施され,一 部は現物給付の形で支給 されていたが6),1974年以降は全て現金給付 となっている。
この給付の主な目的は,出産の臨時出費を軽減 し,母子の健康を保障することである。受給
要件は,産前に4回 の医療検診を受けることを条件 として,全 ての婦人に支給される7)。受診
回数が4回 未満の場合は給付額が減額され るが,少 なくとも1回受診した時には最低限の給付
が受けられる。1975年には,全 出産の97%以上がこの給付の支給を受け,そ の圧倒的多数が完
全給付であった。この給付は一般歳入により財源を賄われ,中 央の社会保障機関によって運営
されている。1975年の平均受給額は,受給者1人 当り2,258フォリン トで,給 付の相対的価値







ともできる。出産休暇は1948年に実施 され,当 初は6週間であったが,そ の後1953年に12週間
に延長され,1963年に現在の水準 となり今 日に至 っている。
この給付は,出産前2年 間に最低9ヵ 月間雇用されていた場合には,完 全給付の受給資格が
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あり,6ヵ月以上9ヵ 月未満の雇用の場合には部分給付の受給資格がある。給付額は,完全給









するものである。1963年に,子 どもが3歳 になるまで無給休暇を実施 したのにっついて,1967
年に手当支給が採用された。育児休暇期間中に次子出産の場合は,最初の期間が切れたのにっ







熟練の婦人労働者に職場か ら去る動機 を与 えるために実施されたものである。また,出生数の
驚 くべき低下(1954年の223,000人に対 し,1962年には130,000人になった)を 防ぐね らい もあ
った。 さらに,乳幼児保育施設が不足 していた当時,ま ず3歳 以上の子 どもの保育を質量 とも
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家庭での役割に専念させるという機能を果たしてきたもの と考えられる。
育児手当額は,1975年現在で第一・子に対 し月額910フォリント,第二子に対し1010フォリソ
ト,第三子に対 し1100フォリントである。子 どもが1人 いる婦人に対 して与えられる給付は,
若い未熟練労働者の平均賃金の約40%に相当する。 もし,子 どもの生まれる間隔が接近してい
て,一度に3歳以下の子 どもが2人又は3人いる場合,各 子の手当がこの期間中母親に支給 さ




平均婦人賃金月額 家 族 手 当 育 児 手 当 平均婦人賃金に占める家族手当の百分率
婦人賃金に占める家族手当
+育児手当の百分率
2,525・オ ・rl72・ フォ…i・92・ ・・…1 29% 105
育児休暇制度の利用率は非常に高 く,約100万近い婦人たちが,過 去10年間にわたってこの
手当の恩恵 を受けてきた。1子 のいる母親の89%がこの休暇を利用 し,20～24歳の婦人の82%
























母 親 の 労 働 の 型













合 計 100.0 1 100.0 100.0




を利用してはいるが,高 度の教育 ・訓練を受けた婦人は利用期間が短い一 子どもが1歳か1
歳半になるまで という傾向がある。その理由は,こ うした婦人が比較的高い賃金を得てい
るため,均一給付の育児手当では所得の減少を招 くこと,また仕事内容への興味や,仕 事か ら
長期間離れることによって専門的に遅れてしまうことへの不安などによるものと考えられる。
したがって,こ の給付は,平均賃金のほぼ半分に相当する手当を受け とることに大 きな魅力を




ずる家庭の経済的負担 を軽減するという多 くの目的をもっ施策である。また,それは3歳 未満
の乳幼児の家庭保育 を促進するとい う側面をもっている。 したがって,育児手当は3歳未満児
のいる家庭に対する最 も重要な制度であり,多 くの積極的側面をもっているが,こ の制度がも
ちあわせている幾 らか後退的 ・否定的な社会的側面にっいて,様kな 論争がなされていること
も事実である。
この制度のマイナス面 として指摘されている点の主たるものは,これが伝統的な家庭内の役
割分担 を助長 し,男女の平等に逆行的効果 をもたらす という見解や,休 暇の長期化は熟練 した,
高度の資格を有する婦人労働者に とっては,職場復帰を困難にするという見解である。主に西
側諸国からなされるこうした主張に対 し,ハ ンガリーの論者か らは幾っかの反論がみ られるが,
その多 くは 「大多数の国において,3歳 未満児の保育制度は該当児童の1割足 らずにしか適用
されていないとい うことを念頭においていない」9)という点にある。この現実を踏まえた上で考
えれば,原職保証のある出産休暇が終了した後に母親に残された選択の道は,自 らの雇用を断
念 して何の所得 もなしに家庭にとどまるか,或 いは自らの手で保育の方法を探 し求めるかしか
ない。私的に保育者を雇い入れるか,身 内による保育に頼るか,い ずれにせよ,これは限られ
た特定の人kに しか利用できない手段である。 したがって,「社会が,こ の年齢群の殆んど全
ての児童に対 して,高 度の質の家庭外保育制度をっ くりだすまでは,親 の権利 として与えられ
完全な仕事保証付きの育児休暇 ・育児手当は,理想 とはいえないまでも妥協案 としては,現実
に婦人に残されている他の選択の余地よりもよいものである」1°)とされているのである。















の場合には1年 にっき60目間,3歳 か ら6歳までの場合は30日間(片親の場合は60日間)利 用
できる。 この期間中,平均賃金の75%(雇用期間が2年 未満の場合は65%)相当額の手当が国




ほか,14歳以下の子どもをもっ働 く親に対 して,一定 日数の有給個人休暇が与えられる。期間
は1子 のいる親に年2日,2子 のいる親に5日,3子 以上の子 どものいる親に9日 間である。
この間,賃金の100%が保障され る。その他の型の特別休暇 としては,14歳以下の2人 の子 ど

































































































育費の36%に相当する。給付の3分 の2は現物給付の形をとっている。 これ らの給付の結合さ
れた価値は非常に控え目ではあるが,表15に示すように,よ り経済的必要の大 きい家庭に所得
を再分配する機能を果たしている。 しかし,3歳未満児の母親に対 しては,も っと高い割合の
費用 及び所得代替のかな りの部分一 が実現されてお り,この場合には,社会給付は未熟
練婦人労働者に とっては,賃金に代わ り得るものを,実際に提供 しているといえる。
(2)東ドイツ










第二 に,他の国kと 同様,家 族補足手当があ り,これは児童養育費の負担を軽減することを
目的 としている。第三には,よ り長期間にわたっての児童養育責任にむけられた幾っかの給付
として,1子 にっき月額20マルクの家族手当(最低賃金の5%に 相当する。3子 以降は増額),
14歳以下の子 どもを看護するための有給休暇(1子 にっき2日は賃金の90%保障,こ れ以上の






まず,基礎的な有給出産休暇は,産前6週 間,産 後20週間の計26週間である。 この法定出産





ところで,1976年5月には,第二子以降の子に対 して,賃金の50%を支給 して,も う26週間
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また,も し働 く母親が,自分の子が1歳 に達した時に,保育所に空きがなくて自分の子ども
を預けることができない時には,子 どもが保育所に入れるまで休暇を要求することができる。
この期間は,子 どもが満3歳 になるまでを限度 とし,原職は保証される。共働 きの母親の場合
にはこの休暇期間中は無給であるが,母親が独身の場合には,社会保険から疾病給付 として月
に300マルクの均一額の手当を受けとる権利がある。これより高い賃金を得ている婦人労働者
の場合には,疾病保険給付額の高さに応 じて,月 に200マルクを限度 としてこれに追加される
ことができる。
1976年の新規定では,働 く母親は第二子以後の子が生まれた時,新 しい乳児を世話するため
に家庭にとどまることを希望 した場合,そ の子が満1歳 になるまで出産休暇をとった直後に,
有給休暇をとることができるようになった。その期間中,疾病給付に相当する給付が支払われ
る。
東 ドイツはきわめて高い婦人の就業率を示 し,子 どもをもっ婦人は母性 と労働の二っの役割
を統合しっっあるといわれる。 最近の給付改正のもたらした結果 としては,1977年の 出生率
(とくに第二子の出産)の増加 と,保育所にいる1歳未満児の減少が挙げ られる。
このようにみると,東 ドイツの社会給付は,主 として出産 と出産後の数ケ月を援助すること




犠牲にして職業生活をや りとげてきたきらいがあり,その結果 として出生率は着実に低下 しっ
















これに対 して育児給付は最 も限られてお り,異なる目的,異 なった形で存在している。ハン
ガリ隔 の育児関連給付は,子 どもが3歳 になるまで,母 親が自分の子ど竜の世話をする役割を
支援 している。育児を援助する広範な社会給付の主な目的は,親 を主要な保育者 として財政的
援助を与えることにあり,他者の保育に補助金を与えることではない。換言すれぼ,これ らの
給付は子どものいる婦人 の家庭での役割を援助 しようとい う意図をもっ ものである。母親が働
かないでいることを条件 とする給付は,適用範囲 も内容 も大層異なる。ハンガリーでは,従前
の職業活動従事を条件に,子 どもが3歳 になるまで適用 し,婦人の平均賃金の約40%相当額の
給付 を支給する。一方,東 ドイツでは,利用 しうる保育所のないことを条件に無給で3年(独
身の母親は有給),又 は第二子の誕生を条件に,子 どもが1歳 か ら1歳半までの6ケ月から1
年,賃 金の約50%相当額を支給 している。育児のための長期休暇は比較的最近になって採用さ
れた ものだが,大半の国でこの種の休暇は無給,或 いは有給 としてもせいぜい1年 間ぐらいの
ものである。子どもがlrを すぎてか らの婦人の家庭での役割を支援する給付をもっ国は世界
にも例が少なく,大抵の場合,そ うした役割を選ぶ時には,間接的費用は別としても,直接的
費用は婦人自らにかかっている。 したが って,ハ ソガリーの場合は例外的 ともいえるが,°r
的には出産後1年 をこえる婦人の家庭での役割に対 しては,限 られた社会給付しか存在 しない
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こ とを念頭 にお いて,次 に2力 国の保 育サー ビス の用意 にっいて検討するこ とに しよ う。
3.保育サ ービスー3歳 未満児を中心として
東 ドイツでは,3歳 未満児に対する保育政策の中心は家庭外保育である。ハソガリーでは,




















保 育 の 型
保 育 所 隊 育 マ マ
50%(x)
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保育所は,保健省の管轄下 にあるが,3歳 未満の子 どもの保育をする。東 ドイツでは,こ の
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年齢群 の施 設保 育適用 率は,他 の ヨー-Rッパ諸国に比較 しえないほ ど高い ものである。1977年
現在,3歳 未満児(主 として1,2歳)の48%が 保 育所 に通 っていた。 この国で は,20週間未
満 の子 どもは,母 親 が出産休暇 中のため施 設保育 を認 め られていないので,こ れ を除 くと適用
率は60%(1980年では61%)に な る。1歳 未満児 の約40%,1,2歳 児 の約80%が保育所 に通
っている。全国 の保 育所 の総定 員約26万は,表18の よ うな年齢群 に分類 され る。





























か ら導 き出されたプログラムづくりの指針 として示されている。保育所へ通 うことは,こ の国
の1,2歳 児にとって,ご く当り前の経験である。経験によって系統立てられた基準にもとつ
くカリキュラムの中で,保 育計画の中で,子 どもの最大限の知的 ・社会的 ・身体的発達を保証
しようとする努力がなされている。
3歳から学齢までの子 どもたちは 幼稚園で世話されるが,幼 稚園は文部省の 管轄である。
1950年に幼稚園に通 う機会をもっていたのは,こ の年齢群の子 どもたちの約20.5%にすぎなか
ったが,1980年には92%がこれ ら国立幼稚園に入園している。一般規則 としては,幼稚園は昼
間しか開かれていないが,両 親の様kな 労働時間に適応するように,週 日の午前6時 か ら午後
7時の間に開かれている。土曜 日には,幼 稚園は両親が土曜 目に働いている子どものためにだ
け開かれる。 また,特別の要求一 たとえば独身の父母,両 親の仕事に出張や交替制勤務が含
まれている場合など一 に応えるため,週間寄宿施設もある。このように,働 く両親が仕事を

















































完 全 に 遂 行 で き る よ う,こ れ ら 諸 施 設 の 保 育 時 間 が 決 定 さ れ て い る の で あ る 。
(2)ハンガリー
ハンガリーは,子 どもが生まれてから3年間の育児休暇で,親 による家庭保育に強力な財政
的援助を与えていることは,既 述の通 りである。この援助は子どもが3歳 に達した時点で終 る
が,3歳 以上の子 どもに対する保育はかなり広範に(1977年現在で3歳以上6歳 未満の子ども
の83%)行われてお り,さらに適用率の拡大が予定されている。
しか しなが ら,相当数の婦人が,子 どもの3歳の誕生日よ り前に労働に復帰していることが
注 目されよう。これは,と くに専門的職業にっ く高等教育をうけた婦人にっいて当てはまる。
したがって,こ うした婦人の子 どもたちは とくに家庭外保育を必要 とすると思われる。 この場
合の保育方法は,保育所 と祖母 とにほぼ等分されている。
表203歳未満児の保育方法(1975年)





寄 宿 制 の 保 育 園
















近年,保 育所数 は漸増 してお り,定 員数 もかな り増 えてい る。1945年当時,1000人足 らず の
定 員数 であ ったのが,1977年には55,300入に達 した。だが,充 分 とい うにはほ ど遠 く,こ の年
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齢群の子 どもたちの10分の1の要求を満たすにすぎない。勿論,都 市部 と地方では事情は多少
異なってお り,ブダペス トでは適用率はほぼ25%であるが,地方の小町村ではもっと低 く,全
国平均で11%となっている。表21が示す通 り,保育所への入所待機児童 と定員オーバーの高い
在籍率は,保育所増設の必要を示唆 してお り,1985年までにこの年齢群の子 どもの15%が保育
所を利用できることを目標としている。
ハンガリーでは,出産給付又は両親給付 として,母 親(又 は父親)が6カ 月,8ヵ 月,12ヵ
月又はそれ以上,子 どもと共に家庭にとどまることを認めているので,3歳 までの集団保育を
表21保育所数と定員 ・在所(籍)児童数等の推移
1960 1970 1974 1975 1976 1977
保 育 所 数
































































この年 齢群 の年長 の3分 の2に 集中 しよう とい う傾 向がみ
られ る。1975年12月現在,ハ ンガ リーの保 育所 の年齢分布
は表22の通 りであ る。 当時,49,356人の定員 を有 す る1,132
の保育所 の うち,80%は 公立保育所 であ り,20%は 企業
(主として工場)に よ って運営 されていた。 平均 的な保 育
所は定員44名,在 園児童49名である。
ところで,現 在,3歳 未満児群 の1%0(と くに2歳9カ
月以上 の子 ども)が 幼稚園 を利用 している。

















保育所 も幼稚園も,1日 に12時間,開かれているので,両親が子どもを連れてきてから働 き
に出かけ,1日 の仕事を終えて連れて帰ることができるよう計画されている。保育所によって
は,夜 間も含めて1週 間ずっと預かるところもあるが,こ うした ところは少数である。
ハンガリーでは,公式の家庭外保育対策は施設保育であるが,少数の保育ママが存在する。
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表23幼 稚園数 ・定員数 ・教師数の推移
年i・96・i・97・1・9741・975{・9761・977
幼 稚 園 数 2,865 3,457 3,945 4,077 4,198 4,286
定員数(単 位1000人) 162 209 276 296 311 327
教 師 数 8.538 12,481 18,410 20,512 22,445 24,063
3～6歳 のうち
幼稚園に通 う子 どもの比率
33.7 57.7 71.8 75.5 79.7 83.0
定員100人あたり園児数 11s.z 108.9 114.3 111.4 112.1 117.0




が ら他方で代償を受け とって1人か ら3人までの他の子どもたちの世話をすることを認めてい
る。これは不熟練労働者の不足 という労働市場の状態への対策 として,よ り多 くの婦人を,よ
り早 く仕事に戻 らせたい という意図(し たがって保育資源を一層急速に拡大する必要に迫 られ








一般 的な見解は,た とえ保育所利用が避けられないにせよ,出来 る限 り,その利用を先に延期










う歴史的背景に関連するものである。 しか しなが ら,現実に保育所にいる子 どもたちは多様な
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社会階層にわたってお り,そ うした見解を反映してはいない。
保育所は保健省の管轄下にあ り,設備,職員,実 践は保健システムの系統 を反映 しているが,




ハ ンガリーは,みてきたように,子 ど毛が3歳未満で,以前に職業活動に従事 していた婦人
に対 して,包括的で意義ある移転所得を与えている。育児手当の水準は,完全な賃金には相当
しないまでも,不熟練の婦人労働者にとっては魅力的なものである。 しかも育児手当は,拙 産




きるようにする政策が,ご く当 り前のこととして支持されている。受給資格 としての職業活動













求に応えているのは保育所である。 保育所では,現 在,3歳 未満群の1割余 りがカ・ミー され
ているが,実 際の適用率は,主 な利用者である18ヵ月か ら36ヵ月までの子 どもに関してはもっ
と高い。 だが,保 育所は過去30年間にかな り拡充され,今 も5力年計画で適用率15%になる
まで増設計画がたてられてはいるものの,利 用可能な定員数の面でも,子 どもと保母 との比
率の面でも,ま だなすべきことが多い。 地方 自治体,企 業,労 働組合が更に多 くの施設を建
設する点でも,政 府当局が関係職員を養成する点でも,今 後に課題が残されている。 このた
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め,国は余 り投資額を必要としない解決策 として,保育ママ制度を計画 しているともいえるだ
ろう。
しかしなが ら,ハンガ リーの諸給付 ・サービスは,子 どもが3歳 になるまで家庭にいる婦人
に対 して,意 義ある現金 ・現物の援助を与えているのは確かである。即ち,品物,サ ービス,
現金,そ の他の権利付与による児童養育の援助 と,家庭外保育を次第に利用可能なものにして
いくことに,政策の目標が向けられている。だが,両 性の平等に対するハソガリー社会の積極
的姿勢22)にもかかわらず,こ れらのプログラムの大半は,母親 と子 どものみを対象 としている。
ノ・ンガリーの対策は,明 らかに意義深い ものである。ハンガリーは小さな,経済的にも余 り




によって母親に育児をさせる方が,子 ども自身のためにも,またコス ト上 も有益 という判断が
なされた ともみ られよう。、
だが,今 ではハンガ リーの保育政策は,労働市場の現実に追従 してだけ機能しているわけで
はない。例えば,現 在,労働市場は労働力不足で,も っと多 くの不熟練労働者を必要 としてい
る。が,依 然 として育児手当はすべての児童の福祉を保障し,家庭教育や職業にもとつく不平
等を減らし,婦人の職場進出を促す とい うこの国の社会的 ・政治的 目標を反映している給付 ・
サービスの中心的な要素なのである。この給付が労働に関連づけられた性質のものであ り,
相当の給付額であること,子 どもが3歳 になると突然支給されなくなることは,そ の時点で大
半の婦人が復職することを保証 している。そして,施設増設計画により,次第に多くの保育所
が利用可能になることは,種kの 理由で育児休暇を十分に活用 し得ない婦人労働者に対 して,
職業を中断することなく自らの能力を開発しっづけることに寄与するであろう。また,受給権




の費用を国が引き受けられない とい うことであろう。要するに,こ の国では労働市場 と人口の












えられ,保 育施設に空きがない場合には,独 身の母親は引き続き現金手当を受ける権利があ り,
それ以外の人kに は長期にわたる前職保証っきの休暇がある。その他の形の家族所得補足は控
え目なものである。なぜなら,労働意欲 を阻害する誘因を生みだすほどに所得を補足 した り所















東 ドイツの保育政策の主要目標を挙げるとすれば,そ れは児童に成長 ・発達のための最善の
環境を保証 し,出生率の低下 を防ぎ,一方,高 率で不可欠の婦人労働力を維持することであろ
う。要するに,東 ドイツの政策は,出 産奨励的動機をもち,労働市場に関連づけられた家族給
付によって,6カ 月か ら1年の間の家庭での育児を援助 している。それは施設保育制度に容易
に移行できることを保証 している。したがって,そ の後 も家庭外の労働に復帰 したくない婦人
に対 してなされる援助は少ない。
こうした東 ドイツの政策は,こ の国の歴史的背景か ら検討するのが最も当を得ているであろ
う。第二次世界大戦による多数の男性の死亡とその後の人 口の男女比の不均衡,東 西 ドイツの
経済復興率 ・生活水準の格差による大量の男子熟練労働力の流出,1961年の国境閉鎖 と自国内
で労働力不足の問題を解決する必要のある政治的背景により,高率の婦人労働力を必要 とする
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状況が生まれたといえよう。 しか し,人 口の減少は過去も現在も大 きな関心事であり,そのた
め,婦人労働者が子 どもを産むため職を離れることができるよう,出産に伴なう喪失所得を代




東 ドイツでは,婦人の地位にっいての広範な関心がある23)にもかかわ らず,ま だ今のところ,
諸給付や関連制度は平等な基盤に立って両親を包含するものにはなっていない。しかし,この
点を除けば,こ の国の施策は経済的に余 り豊かでない国では筋の通った対応 といえるであろう。
経済成長,人 口問題にっいての最近の経過,保 育所の役割にっいての積極的な研究の成果は,
相互に関連づけられたこれ らの諸施策に今後 も信頼をおきっづけてい くものと思われる。
給付 とサ ービスの二っの要素は,互 いに孤立 して効果をあらわす ものではない。一国の目標
をうまく実現するために,給付 とサービスの構成要素にっいて特定の均衡をとることは,そ の
国のおかれている現実に対する対応である。3歳 未満の子 どもをもっ家庭に対する諸給付 ・サ
ービスは,そ の国の明白な或いは暗黙の政策を伝達する手段である。一国が自国の出生率や子
の親 としての資質に心を向けると同時に,婦人の労働力参加を必要 としその結果に対応する必
要か ら,各種の給付 ・サービスが生まれていると思われる。後者は保育対策を必要 とし,前者
は働 く婦人が子を生み育てることが出来る(又 は奨励する)対策を必要 とする。二っの目的が
併存 してお り,給付 とサービスはそれ らを結び合わせ,調 和させ,均衡 をとろうと試みている。
乳幼児をもっ母親を含めて,婦人の労働力参加率の高い両国において,ハ ンガリーの最も重
要な給付は育児手当であ り,東 ドイツは3歳未満児の集団保育の充実に力を注いでいる。しか
し,給付を重視 しているハンガ リーは,現在,保 育対策を少しずっ強化しっっあり,施設保育
に高い適用率をもっ東 ドイツは,家族給付にも相当のウエイトがおかれている。
両国にみ られる家族給付及び保育サービスの相違は,その国が労働市場の要求 と人 口目標の
相矛盾する圧力を解決しようとする様々な方法を象徴しているといえよう。出産 と婦人の労働
力参加を奨励し促進すること,親 としての役割 と男女の平等,子 どもの発達 と婦人の個別化さ
れた生涯の役割などに関心が寄せ られ,そ の国の伝統,歴 史,政治及び経済的 ・人口的事惰 の
中で,そ の国独特の給付 ・サービスが形造 られているのである。
しかしながら,問題の根本は働 く婦人 と育児の問題にとどまらず,家 庭責任をもっ男女労働




なすべき役割は何か とい うより広い問題に直面せざるを得ない。今 日の社会的対策は,そ の大
半が婦人労働者に向けられているが,男 女を問わず成人労働者が家庭 と労働の両責任を遂行す
るためには,社会がこの二重の役割を援助 し,二つの役割の対立 ・緊張 を軽減する義務 と責任
をもっているといえる。
労働生活の再編成 とい う点からは,労働時間の短縮,補 足的年次休暇,育 児休暇,家 族看護




















従事 と現在の労働引退 とを条件 とする場合に,均一給付は非常に高額なものでない限 り,低賃
金労働者にとってのみ魅力的なものであろうし,その大多数は婦人だか らである。その結果 と
して,た とえ両親給付であっても 未熟練,低 賃金の婦人がその給付の主な利用者 となり,彼
女 らは職業上,経 済上の不利な立場に苦 しみっっ,再 び自分たちが伝統的役割に固定されるの
を知ることになろう。
ここで採 り上げた2力 国はともに社会主義国であるが,非常に特色のある対応策を実施 して
いる。まだ,全ての問題に対処できているとはいいがたいが,未 だ具体的対策に取 り組んでい
ない国kに 一定の方向を示唆しているものといえよう。 しかし,東 ドイツは婦人にだけ労働 と
家庭の両立を保障しようとし,ハンガリーは子どもが3歳 になるまでの家庭責任の遂行を婦人
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に限って援助 しようとしている。子 どもの発達における母親の役割の重要性を考慮し,母子関
係を大切にする措置が とられることは大層望ましいが,と はいえ家庭責任をもっ労働者の範囲
は広く多様であり,諸給付 ・サービスの大部分が婦人労働者 とのかかわ りだけに終っている辺
りにも,この問題のむずかしさがあるといえるだろう。
お わ り に
大人が,家 庭 と労働の責任 をどのように遂行 しようとしているのか とい う問題は,多 くの先
進工業諸国において,婦人労働者 とくに子 どものいる若年既婚者層 の数 とその割合が
急速に増加するにっれて,1980年代におけるますます重要な問題 となってきている。
幼い子のいる既婚婦人の経済活動参加率の上昇は,家 庭責任,と くに子 どもに対するそれが










親に育児をさせるための給付を支給する方が安上 りだ という見解は,と りわけ十分な教育を受
けず,未 熟練の多 くの母親に対 しては維持されっづけてきたといえる。
けれ ども,労働と家庭の緊張 ・対立関係が,父 母のいる大半の家庭の問題 となるにつれて,
各国はこの事態に対する何 らかの政策的対応を迫られることになった。特定の,個kの 既婚婦
人が労働力に参加し,定着する理由のいかんにかかわらず,当面,重 大なのは,労働 と家庭の
緊張 と潜在的対立が一層歴然 とし,よ り一層一般化してきていることである。
問題が,主 として婦人 と児童の問題,そ して個人 としての男性にとっての問題であるという
見解に立てば,政 策の選択は比較的明快であるかもしれない。 しか し,根本的な問題は,婦人,
又は婦人 と児童の関係をはるかにこえてお り,また,両 性の役割の変化 とい う問題以上のこと
でもある。 これは,子 どもを生み育てることを望むすべての大人にとっての,又,子 どもを必
要 とする社会にとっての,労働 と家庭の間の緊張 とい う問題である。








る不十分な対策の結果を気にしている国もあろう。 また,労 働市場や人 口の動向いかんにかか
わ らず,柔 軟性 と多様性を尊重する国もあろう。
明らかに,対応策の選択において主要な力をもっているのは,労働市場の動向 と人ロへの関
心であり,ここでとりあげた2力 国も,婦人労働力の進出と定着の必要 と出生率の低下の中で,
この矛盾の解決を図ろうとして各種の家族給付 ・サービスを提供 しているのである。 しか し,
実際の政策選択において,これ らの関心がどんな形で実施されるようになるかを左右するのは,
その国の財源・将来の世代の量を守る必要 とその程度,男 女平等におかれる価値,そ の国に存
在する既存の保育資源,選 択の自由 ・範囲を重視する度合,重 要な政策変更を開始 し実施する
のに要する時間と権限などである。 したがって,現実の政策選択はその国の歴史やイデオ ロギ
ーや現存する諸資源 との関連の中で,人 口目標や労働市場の目標 との均衡をとることであると





らかな政策決定を迫 る圧力が,こ こ数年の間に増してい く屯のと思われる。
この問題を考えるにあたってその出発点 とすべきは,社 会的生産過程に婦人の労働力が大量
にひきいれられていくのは,生産力の発展によって生みだされ,かっまた統計データや専門研
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足 している条件のもとでは,出 生率にも,子 どもの育成にも,否定的な影響を生じてこようし,
又,婦 人の生産労働からくるあっれきが,夫 婦関係に必ずしも好ましい作用をしているとはい
えない。人kの 意識や行動の変化は,社会変革の激しさと歩調を揃えてはいず,と りわけ,男






他の人々が研修等の休暇取得を後まわしにする結果 となっている。 しか し,これらの措置は諸
困難にもかかわらず,確 かな権利 として確立されてお り,それに付随する問題に対処する責任
は仲間の労働者や経営者にあるという姿勢が貫かれている。 このことは,婦人の生産労働 と家
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に入り,3歳 で幼稚園に入るというように,施 設(環 境)の 急激な変化をうけることになる。それ





償還期間は8年 であるが,各 子出産時に一部返済を免除され,第 三子出産後は返済しなくてよい。
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